
賃金スライド制度の概要について

指定管理者制度における賃金スライド制度とは
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※ 一定の変動については、指定管理者のリスクとして整理しているため、人件費計画額の1％相当額までは指定管理者が負担 1

指標の上昇幅が
指定管理者のリスク負担

に留まる

指標の上昇幅が指定管理者のリスク負担を超過：賃金スライド額を支給

• 公共工事の円滑な施行確保のため、契約後の資材や労務費の高騰等の変動に備えた、いわゆる「スライド条項（公共工事標準

請負契約約款第２６条）」を指定管理者制度に準用したもの。

• 社会一般の雇用労働環境の目安である賃金水準に一定以上の変動が見られた場合に、指定管理料の見直しを行う仕組み。

※ 社会情勢の変動に応じて行うものであり、賃金水準が下がった場合には、指定管理料を減額する。

資料５



草津市指定管理者制度における賃金スライド制度運用の手引き（概要）

• 原則、指定管理者制度を導入している全施設に導入する。

• 令和6年度に指定管理者の選定を行い、令和7年度より次期指定期間が始まる施設から順次導入する。

・ 2年目の指定管理料から適用する。

対象施設・導入時期等１

• 指定管理者から直接雇用され、直接業務に従事する職員を対象とする。

• 指定管理者が指定に係る申請時（応募時）に計画した人件費のうち、賃金水準の変動による影響を受ける経費を対象とする。

対象者・対象経費2

適用する指標等3

• 毎年度、対象経費に、雇用形態別の賃金水準をはかる指標を基に算出した以下の「変動率」を乗じて増減額を算出し、この増減額
から、指定管理初年度の対象経費に「1.0%」を乗じた自己負担分を差し引いた金額を賃金スライド額とし、次年度の指定管理料に
おいて、それに対応した増減を行う。

雇用形態 変動率（適用する指標）

正規職員相当
(指定期間以上の長期間、

フルタイムで従事する者)

民間給与実態調査（滋賀県人事委員会公表）
→当該年度に公表された「職員の給与等に関する報告および勧告」における「民間の給与（月例給）」×（「12か月分」＋

「特別給の年間支給割合」）を前年度の同式と比較して得た変動率を適用

臨時職員相当
(パート、アルバイト等)

滋賀県最低賃金（滋賀労働局公表）
→当該年度に公表された最低賃金の額を前年度と比較して得た変動率を適用
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【イメージ図】 • 物価変動については、指定管理者のリスクとし
て整理しているため、一定程度は指定管理者
が負担

• 他自治体の状況や、公共工事標準請負契約約
款第２６条のインフレスライドの受注者負担率
を参考に設定

2(※) 【例】 指定期間２年目…初年度。 指定期間３年目…初年度×2年目の変動率。

昨今の賃金水準の上昇や、民間事業者の参入リスクの上昇等を踏まえ、指定管理者の健全経営を通じた施設の適切な運営管理や、業務の

適正な履行の確保を目的として、指定管理者制度に「賃金スライド制度」を導入する。


